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5. 第６期基本計画の目標値・指標に関するモニタリングに関する調査 

5.1 基本計画における指標データの収集・更新 

第 6 期科学技術・イノベーション基本計画で設定された主要指標及び参考指標について、各指標の

出所や統合イノベーション戦略 20255を参照し、データの在否、情報源の確認、必要な指標については

データの更新を行い、各指標の進捗を分析した。 

確認及び更新は、第 6 期科学技術・イノベーション基本計画で設定された主要な数値目標（主要指標）

と現状データ（参考指標）からなる 119 の指標を対象とした（表 5-1）。 

なお、各指標については経年変化等をグラフ化し、基本計画の進捗状況を視覚的に認識し分析でき

るよう可視化した。 

 

表 5-1 主要指標・参考指標一覧 
 

指標 ID 項目 分類 指標（基本計画上の表記） 
I-1001 第２章 

１．国民の安全と安

心を確保する持続可

能で強靭な社会への

変革 

参考指標 The Sustainable Development Goals Report 
I-1002 参考指標 より良い暮らし指標（Better Life Index） 
I-1003 参考指標 健康寿命 
I-1004 参考指標 GDP 
I-1005 参考指標 国際競争力 
I-1006 

第２章 
１．（１）サイバー空間

とフィジカル空間の

融合による新たな価

値の創出 

参考指標 行政サービス関連データのオープン化状況 
I-1007 参考指標 DX に取り組む企業の割合 
I-1008 参考指標 ICT 市場規模 
I-1009 参考指標 IMD デジタル競争力ランキング 
I-1010 参考指標 分野間データ連携基盤で検索可能なカタログセット数 
I-1011 参考指標 分野間データ連携基盤で検索可能なカタログセットを提供するサ

イト数 
I-1012 参考指標 研究データ基盤システムに収載された公的資金による研究デー

タの公開メタデータ（機関、プログラム毎など） 
I-1013 参考指標 通信網の整備状況：５G 基盤展開率 
I-1014 参考指標 通信網の整備状況：５G 基盤展開率光ファイバ未整備世帯数 
I-1015 参考指標 Society 5.0 の認知度、サービスへの期待・不安：認知度 
I-1016 参考指標 数理・データサイエンス・AI 教育プログラム認定制度の認定教育

プログラム数 
I-1017 参考指標 情報通信分野の研究開発費 
I-1018 主要指標 スタートアップや研究者を含めた誰もが、分野間でデータを連

携・接続できる環境の整備状況：防災 
I-1019 主要指標 スタートアップや研究者を含めた誰もが、分野間でデータを連

携・接続できる環境の整備状況：スマートシティ 
I-1020 

第２章 
１．（２）地球規模課題

の克服に向けた社会

変革と非連続的イノ

ベーションの推進 

参考指標 革新的環境イノベーション戦略（イノベーション・アクションプラ

ン、アクセラレーションプラン、ゼロエミッション・イニシアティブ

ズ）の進捗状況 
I-1021 参考指標 ゼロカーボンシティ数 
I-1022 参考指標 環境分野の研究開発費 
I-1023 参考指標 エネルギー分野の研究開発費 
I-1024 参考指標 RE100 加盟企業数（日本） 
I-1025 参考指標 温室効果ガス排出量 
I-1026 参考指標 日本における平均気温上昇度 
I-1027 参考指標 資源生産性 

 
5 内閣府、「統合イノベーション戦略 2025」(2025 年 6 月 6 日閣議決定), 

https://www8.cao.go.jp/cstp/tougosenryaku/togo2025_zentai.pdf, 2025 年 7 月 1 日取得 
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指標 ID 項目 分類 指標（基本計画上の表記） 
I-1028 参考指標 循環型社会ビジネスの市場規模 
I-1029 

第２章 
１．（３）レジリエント

で安全・安心な社会

の構築 

参考指標 自然災害による死者・行方不明者数 
I-1030 参考指標 自然災害による施設関係等被害額 
I-1031 参考指標 短時間強雨（50mm/h 以上）の年間発生回数 
I-1032 参考指標 建設後 50 年以上経過するインフラの割合 
I-1033 参考指標 サイバー攻撃件数 
I-1034 参考指標 感染症発生動向調査における、感染症患者の報告件数 
I-1035 主要指標 基盤的防災情報流通ネットワーク SIP4D（Shared Information 

Platform for Disaster Management）を活用した災害対応が可能

な都道府県数 
I-1036 主要指標 防災チャットボットの運用自治体数 
I-1037 主要指標 2025 年度目途に府省庁及び主要な自治体・民間企業とのインフ

ラデータプラットフォーム間の連携及び主要他分野とのデータ連

携を完了 
I-1038 主要指標 2021 年度にサイバーセキュリティ情報を国内で収集・生成・提供

するためのシステム基盤を構築、産学への開放を実施 
I-1039 主要指標 生物学的脅威に対する対応力強化 
I-1040 主要指標 新たなシンクタンク機能 
I-1041 

第２章 
１．（４）価値共創型の

新たな産業基盤（イ

ノベーション・エコシ

ステム）の形成 

参考指標 大学等スタートアップ創業数 
I-1042 参考指標 VC 等による投資額・投資件数 
I-1043 参考指標 国境を越えた商標出願と特許出願 
I-1044 参考指標 研究者の部門間の流動性 
I-1045 主要指標 SBIR 制度に基づくスタートアップ等への支出目標 
I-1046 主要指標 官公需法に基づく創業 10 年未満の新規事業者向け契約目標 
I-1047 主要指標 実践的なアントレプレナーシッププログラムの受講者数 
I-1048 主要指標 大学等及び国立研究開発法人における民間企業からの共同研究

の受入額 
I-1049 主要指標 分野間でデータを連携・接続する事例を有するスタートアップ・エ

コシステム拠点都市数の割合 
I-1050 主要指標 企業価値又は時価総額が 10 億ドル以上となる、未上場ベン

チャー企業（ユニコーン）又は上場ベンチャー企業創出数 
I-1051 第２章 

１．（５）次世代のくら

しの基盤となる都市

と地域づくり 
（スマートシティの展

開） 

参考指標 都市 OS（データ連携基盤）上で構築されたサービスの種類数 

I-1052 
 参考指標 都市 OS（データ連携基盤）を活用してサービスを提供するユー

ザー数 
I-1053 

 参考指標 政府スマートシティ関連事業に基づき技術の実装がされている

地域 
I-1054  参考指標 スマートシティの連携事例数 
I-1055 

 参考指標 大学等における地域貢献・社会課題解決に関する普及促進活動

数 
I-1056  参考指標 スマートシティの構築を先導する人材数 
I-1057 

 主要指標 スマートシティの実装数（技術の実装や分野間でデータを連携・

接続する自治体・地域団体数） 
I-1058 

 主要指標 スマートシティに取り組む自治体及び民間企業・地域団体の数

（スマートシティ官民連携プラットフォームの会員・オブザーバ数） 
I-1059 

 
主要指標 海外での先進的なデジタル技術・システム（スマートシティをはじ

め複数分野に跨る情報基盤、高度 ICT、AI 等）の獲得・活用に係

る案件形成などに向けた支援件数 
I-1060 

 参考指標 戦略的な分野（ＡＩ、バイオテクノロジー、量子技術、マテリアル等）

における研究開発費 
I-1061 第２章 

１．（６）様々な社会課

題を解決するための

参考指標 世界企業時価総額ランキング 
I-1062 参考指標 IMD 世界競争力ランキング 
I-1063 参考指標 政府事業等のイノベーション化の実施状況 
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指標 ID 項目 分類 指標（基本計画上の表記） 
I-1064 研究開発・社会実装

の推進と総合知の活

用 

参考指標 総合知を活用した研究開発課題数の割合 
I-1065 参考指標 食料自給率・輸出額、食品ロス量、自動走行車普及率・交通事故

者数など社会課題関連指標 
I-1066 参考指標 課題・分野別の論文、知財、標準化 
I-1067 参考指標 研究データ基盤システムに収載された公的資金による研究デー

タの公開メタデータ（機関、プログラム毎など） 
I-1068 参考指標 科学技術に関する国民意識調査 
I-1069 主要指標 研究データ基盤システムに収載された公的資金による研究デー

タの公開メタデータ（機関、プログラム毎など） 
I-1070 主要指標 国益を最大化できるような科学技術国際協力ネットワークの戦

略的構築：科学技術外交を戦略的に推進し、先端重要分野におけ

る国際協力取決め数や被引用数 Top１％論文中の国際共著論文

数を着実に増やしていく 
I-1071 主要指標 国際的な合意形成や枠組み・ルール形成等における我が国のプ

レゼンス：国際機関におけるガイドライン等の作成における我が

国の関与を高めるとともに、社会課題の解決や国際市場の獲得

等に向けた知的財産・標準の国際的・戦略的な活用に関する取組

状況（国際標準の形成・活用に係る取組や支援の件数等）を着実

に進展させていく 
I-1072 参考指標 国際的に注目される研究領域（サイエンスマップ）への参画数、参

画割合 
I-1073 第２章 

２．知のフロンティア

を開拓し価値創造の

源泉となる研究力の

強化 

参考指標 特許に引用される論文数 
I-1074 参考指標 被引用数 Top10％補正論文数、総論文数に占める割合 
I-1075 参考指標 総論文数に占める被引用数 Top10％補正論文数の割合 

I-1076 

第２章 
２．（１）多様で卓越し

た研究を生み出す環

境の再構築 

参考指標 総論文数及びその国際シェア 
I-1077 参考指標 国際的に注目される研究領域（サイエンスマップ）への参画数、参

画割合 
I-1078 参考指標 人口当たりの博士号取得者数 
I-1079 参考指標 若手研究者（40 歳未満の大学本務教員）の数と全体に占める割

合 
I-1080 参考指標 民間企業を含めた全研究者に占める女性研究者の割合 
I-1081 参考指標 大学本務教員に占める女性研究者の割合 
I-1082 参考指標 博士後期課程在籍者に占める女性の割合（分野別） 
I-1083 主要指標 生活費相当額程度を受給する博士後期課程学生 
I-1084 主要指標 産業界による理工系博士号取得者の採用者数 
I-1085 主要指標 40 歳未満の大学本務教員の数 
I-1086 主要指標 研究大学（卓越した成果を創出している海外大学と伍して、全学

的に世界で卓越した教育研究、社会実装を機能強化の中核とす

る「重点支援③」の国立大学）における、35～39 歳の大学本務教

員数に占めるテニュア教員及びテニュアトラック教員の割合 
I-1087 主要指標 大学における女性研究者の新規採用割合 
I-1088 主要指標 大学教員のうち、教授等（学長、副学長、教授）に占める女性割合 
I-1089 主要指標 大学等教員の職務に占める学内事務等の割合 
I-1090 参考指標 国立研究開発法人における研究データポリシーの策定法人数 
I-1091 

第２章 
２．（２）新たな研究シ

ステムの構築（オー

プンサイエンスと

データ駆動型研究等

の推進） 

参考指標 競争的研究費制度におけるデータマネジメントプラン（DMP）の
導入済み府省・機関数 

I-1092 参考指標 国内における機関リポジトリの構築数 
I-1093 参考指標 研究データ公開の経験のある研究者割合 
I-1094 参考指標 プレプリント公開の経験のある研究者割合 
I-1095 参考指標 HPCI 提供可能資源量 
I-1096 参考指標 研究設備・機器の共用化の割合 
I-1097 主要指標 機関リポジトリを有する全ての大学・大学共同利用機関法人・国

立研究開発法人において、2025 年までに、データポリシーの策

定率が 100％になる。（策定率） 
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指標 ID 項目 分類 指標（基本計画上の表記） 
I-1098 主要指標 公募型の研究資金 109 の新規公募分において、2023 年度まで

に、データマネジメントプラン（DMP）及びこれと連動したメタ

データの付与を行う仕組みの導入率が 100％になる。（導入率） 
I-1099 参考指標 国立大学法人の 2007～2018 年度の寄附金収入増加率の年平

均 
I-1100 

第２章 
２．（３）大学改革の

促進と戦略的経営に

向けた機能拡張 

参考指標 大学等及び国立研究開発法人における民間企業からの共同研究

の受入額 
I-1101 参考指標 主要大学における 2005～2019 年度の経常支出の成長率（病院

経費除く） 
I-1102 主要指標 大学等及び国立研究開発法人における民間企業からの共同研究

の受入額 
I-1103 主要指標 国立大学法人の寄附金収入増加率 
I-1104 参考指標 算数・数学・理科が「楽しい」と思う児童・生徒の割合 
I-1105 

第２章 
３．一人ひとりの多

様な幸せと課題への

挑戦を実現する教

育・人材育成 

参考指標 社会における問題の解決に関与したいと思う若者の割合 
I-1106 参考指標 時間外勤務時間が 80 時間を超える教職員の割合 
I-1107 参考指標 学校における ICT 環境整備の状況 
I-1108 参考指標 教育訓練休暇制度の導入割合 
I-1109 参考指標 キャリアコンサルタントの数 
I-1110 主要指標 小中学校段階における算数・数学・理科が「楽しい」と思う児童・

生徒の割合につき、2025 年度までに、国際的に遜色のない水準

を視野にその割合の増を目指す。 
I-1111 主要指標 2022 年度までに、大学・専門学校等でのリカレント教育の社会人

受講者数を 100 万人とする。 
I-1112 参考指標 官民の研究開発費総額（対ＧＤＰ比） 
I-1113 

第 3 章１．知と価値

の創出のための資金

循環の活性化 

参考指標 第 5 期基本計画期間中における「科学技術関係予算」 
I-1114 参考指標 国立大学法人、研究開発法人、大学共同利用機関法人における

研究費の 2018 年度予算執行額の合計 
I-1115 参考指標 企業の能力開発投資を含む日本の無形資産投資 
I-1116 参考指標 ESG 投資 
I-1117 参考指標 インパクト投資 
I-1118 主要指標 2021 年度より 2025 年度までの、政府研究開発投資の総額の規

模 
I-1119 主要指標 2021 年度より 2025 年度までの、官民合わせた研究開発投資の

総額 
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5.2 第 6 期基本計画における進捗総括評価案の作成等 

基本計画の評価対象である以下の 11 テーマについて、ロジックチャートを更新し、「5 第６期基本計

画の目標値・指標に関するモニタリングに関する調査 

基本計画における指標データの収集・更新」で収集・更新した指標をもとに俯瞰的に分析し、テーマご

とに進捗状況を総括した評価案を作成するとともに、進捗を把握できない事項や、遅れが顕著な事項を

洗い出し、課題を整理した。 

 

 テーマ１：第 2 章 1.（１）サイバー空間とフィジカル空間の融合による新たな価値の創出 

 テーマ 2:第 2 章 1.（２）地球規模課題の克服に向けた社会変革と非連続的イノベーションの推

進 

 テーマ 3:第 2 章 1.（３）レジリエントで安全・安心な社会の構築 

 テーマ 4:第 2 章 1.（４）価値共創型の新たな産業を創出する基盤となるイノベーション・エコシ

ステムの形成 

 テーマ５:第 2 章 1.（５）次世代に引き継ぐ基盤となる都市と地域づくり（スマートシティの展開） 

 テーマ６:第 2 章 1.（６）様々な社会問題を解決するための研究開発・社会実装の推進と総合知

の活用 

 テーマ７:第 2 章 2.（１）多様で卓越した研究を生み出す環境の再構築 

 テーマ８:第 2 章 2.（２）新たな研究システムの構築（オープンサイエンスとデータ駆動型研究等

の推進） 

 テーマ９:第 2 章 2.（３）大学改革の促進と戦略的経営に向けた機能拡張 

 テーマ１０:第 2 章 3．一人ひとりの多様な幸せと課題への挑戦を実現する教育・人材育成 

 テーマ１１:第 3 章 1.知の価値の創出のための資金循環の活性化 

 

分析事項と考え方・アプローチを以下に示す。昨年度の手法を踏襲している。 

今年度は基本計画最終年であることから、以下の観点に沿って進捗を確認・更新し、総括案を作成し

て内閣府に提出した。 

 

 「目標・主要指標・参考指標」の目標達成状況の分析 

 ロジックチャートの更新：「5.1 基本計画における指標データの収集・更新」に基づいてロ

ジックチャート中の目標・指標の進捗を更新 

 「主な指標の状況」の更新：「5.1 基本計画における指標データの収集・更新」に基づいて、

複数の指標をピックアップし、データを更新 

 施策実施状況分析（統合イノベーション戦略 2021 から 2025 までの施策進捗は別紙にて整

理） 

 基本計画に対応した具体的な取組（施策群）が着実に実施されているかを統合イノベー

ション戦略 2021 から 2025 までの各年度及び公表情報施策情報に基づいて確認 

 基本計画 5 年間の進捗と、改善に向けて対応すべき課題は何かを総括案としてとりまとめ 
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5.2.1 テーマ 1 「サイバー空間とフィジカル空間の融合による新たな価値の創出」 

（1） ロジックチャート 

本テーマの状況をモニタリングするためのロジックチャートの更新を行った。なお、ロジックチャート上

部の記載は、基本計画に記載されている各テーマの「目標」である（以降同様）。 

 

 

図 5-1 テーマ１「サイバー空間とフィジカル空間の融合による新たな価値の創出」ロジックチャート 

（2） 「主な指標の状況」の分析 

テーマの進捗を表す指標の状況について、更新・分析を行った。 

 

（１）サイバー空間とフィジカル空間の融合による新たな価値の創出

具体的な取組大目標

①サイバー空間を構築するた
めの戦略、組織

②データプラットフォームの整
備と利便性の高いデータ
活用サービスの提供備

④デジタル社会に対応した
次世代インフラやデータ・
AI利活用技術の整備・
研究開発

③データガバナンスルールなど
の信頼性のあるデータ流
通環境の構築

⑤デジタル社会を担う人材
育成

⑥デジタル社会の在り方に関
する国際社会への貢献

⑦新たな政策的課題

あらゆる分野のあらゆる
業務でデータ活用を前
提とした業務変革・デジ
タル化の徹底が進む

官民でデータプラット
フォームが活用される

信頼性のあるデータ流通環境の整備、セキュリティやプラ
イバシーの確保、公正なルール等の整備が図られる

我
が
国
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計
し
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地
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規
模
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世
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に
よ
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新
た
な
価
値
の
創
出

全国津々浦々に次世代インフラ
とデータ・AI活用技術が実装され
る

数理・データサイエンス・AIの素養を
備えた人材が育成されている

SIP4D活用
都道府県数

スマート
シティ数

司令塔と国家戦略の下でデジ
タル社会の実現に取り組む

Society 5.0を世界に発信する

オープンデータ
種類

DX取組
企業割合

ICT
市場規模

デジタル競争
力ランキング

カタログセット
数

提供サイト数公開メタデータ

5G基盤展開率 光ファイバ
未整備世帯数

Society 5.0
認知度

認定教育プ
ログラム数

情報通信分
野研究開発費

割合

割合 数

国際

割合

数

数 数 数

数

数

数 数
リテラシー 応用基礎

数

「データ戦略」を完遂し、サイバー空間とフィジカル空間とがダイナミックな好循環を生み出す社会へと変革させ、いつでも、どこでも、誰でも、安
心してデータやAIを活用して新たな価値を創出できるようになる。

割合

あるべき姿とその実現に向けた方向性

（１）

数

SDGs
Report

GDP

より良い暮らし
指標

【参考指標】

健康寿命

国際
競争力

数

数

国際

数
男性 女性

数 割合

国際

所得 資産 所得比率

数 割合数
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図 5-2 テーマ１「サイバー空間とフィジカル空間の融合による新たな価値の創出」主な指標の分析 
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（3） 総括 

（1）（２）に示したロジックチャート・主な指標による目標達成状況分析に加え、各年度の統合イノベー

ション戦略及び公表情報に基づく施策実施状況に基づく総合分析の結果を以下にまとめた。ロジック

チャートの要素に対応させて整理している。 

 

表 5-2 テーマ１「サイバー空間とフィジカル空間の融合による新たな価値の創出」総括 

総括 

 目標として掲げた防災分野、スマートシティ分野でのデータを連携・
接続できる環境の整備については進展が見られる。 

 デジタル庁を中心にデータ戦略の取組が着実に実施されるととも
に、デジタルインフラの整備拡大、AI や通信分野における研究開
発、データプラットフォームの官民活用に向けた取組、デジタル分野
の人材育成の強化、データ流通環境やルール整備などが着実に実
施されている。 

対応するロジックチャートの要素 目標の達成状況と主な施策の関係の分析 

あらゆる分野のあらゆる業務でデー
タ活用を前提とした業務変革・デジ
タル化の徹底が進む 

 デジタル社会の形成に関する司令塔として、2021 年 9 月にデジ
タル庁が設置された。2021 年６月に策定された「包括的データ戦
略」の下、「デジタル社会の実現に向けた重点計画」に基づき、データ
利活用環境の構築や、アナログ規制の見直しを着実に推進してい
る。 

 「デジタル田園都市国家インフラ整備計画」に基づき、データ流通や
高度なＡＩの利用を支えるため、５G・光ファイバ等の整備、データセ
ンターの分散立地、地域デジタル基盤の整備等を推進している。 

 「デジタルライフライン全国総合整備計画」及び「デジタルインフラ整
備計画 2030」が決定し、ハード・ソフト・ルールのデジタルライフラ
インや、AI 時代の新たなデジタルインフラ（高度通信インフラ等）の
整備を推進している。 

 「AI に関する暫定的な論点整理」及び「AI 戦略 2022」に基づいた
研究開発のほか、非地上系ネットワーク、地球観測衛星、ポスト
5G/Beyond5G、次世代半導体等に関する研究開発を実施してい
る。 

 数理・データサイエンス・AI 教育プログラム認定制度により、大学等
における優れた教育プログラムの認定を実施するほか、意欲ある大
学・高等専門学校を支援し、デジタル等の成長分野をけん引する高
度専門人材の育成を推進するなどしている。 

 主要指標である、スタートアップや研究者を含めた誰もが分野間で
データを連携・接続できる環境の整備については、防災分野及びス
マートシティ分野において、進展が見られる。 

 「ウラノス・エコシステム」等の、企業や業界、国境をまたいだデータ
連携に関する取組を推進している。 

 「プラットフォームにおけるデータ取扱いルールの実装ガイダンス
ver1.0」の策定・公表や、「情報信託機能の認定に係る指針
Ver3.0」の策定等により、データ連携基盤やパーソナルデータ流通
等のルール実装を推進している。 

 G7 広島サミットにおいて承認された国際的な枠組み（IAP）の下で
のプロジェクト推進、日 EU デジタルパートナーシップや日 ASEAN
デジタルワークプラン 2025 などの国際連携を進め、DFFT を推
進している。 

 

司令塔と国家戦略の下でデジ
タル社会の実現に取り組む 

全国津々浦々に次世代インフラ
とデータ・AI 活用技術が実装
される 

数理・データサイエンス・AI の
素養を備えた人材が育成され
ている 

官民でデータプラットフォーム
が活用される 

信頼性のあるデータ流通環境
の整備、セキュリティやプライバ
シーの確保、公正なルール等の
整備が図られる 
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5.2.2 テーマ 2 「地球規模課題の克服に向けた社会変革と非連続的イノベーションの推進」 

（1） ロジックチャート 

本テーマの状況をモニタリングするためのロジックチャートの更新を行った。 

 

図 5-3 テーマ 2「地球規模課題の克服に向けた社会変革と非連続的イノベーションの推進」ロジックチャート 
 

（2） 「主な指標の状況」の分析 

テーマの進捗を表す指標の状況について、更新・分析を行った。 

 

（２）地球規模課題の克服に向けた社会変革と非連続的イノベーションの推進

地球規模課題が深刻化する中で、我が国の温室効果ガス排出量を2050年までに実質ゼロとし、世界のカーボンニュートラルを牽引するとともに、循環経済への移
行を進めることで、気候変動をはじめとする環境問題の克服に貢献し、SDGsを踏まえた持続可能性が確保される。

中目標 具体的な取組

①革新的環境イノベーション技
術の研究開発・低コスト化
の促進

②多様なエネルギー源の活用
等のための研究開発・実証
等の推進

④国民の行動変容の喚起

③経済社会の再設計
（リデザイン）の推進（脱
炭素社会、循環経済、分
散型社会への移行）

カーボンニュートラルの実現

あるべき姿とその実現に向けた方向性
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に
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革新的環境イノベー
ション戦略の進捗

ゼロカーボン
シティ数

日本の平均
気温上昇度

技術導入・社会実装が進む積極的な国際発信が行われる

省エネルギーが徹底される
電化の促進と電力の脱炭素化が
進む
革新的イノベーションが推進される

国際共同研究が推進される

サプライチェーン等が構築される
国内へのグリーン投資が呼び込ま
れる
企業活動の取組の見える化が促
進される

廃棄物の処理・適正管理

代替素材の開発等の
イノベーションが促進される

脱炭素社会・カーボン
ニュートラルが実現する

製品の長寿命化、資源の長期保
全・維持、廃棄物発生の最小化
が進む

持続可能な地域づくりや国民のラ
イフスタイルの転換が促進される

分散型社会が実現する

国民のライフスタイルの脱炭素化
の促進される
ゼロカーボンシティが実現・拡大す
る
国民の理解が醸成される

制度・基準の検討が進む

経済と環境の好循環が生
み出される

循環経済への移行を進めることによる環境問題の克服への貢献

循環経済が実現する

温室効果ガス
排出量

資源⽣産性

循環型社会ビジ
ネスの市場規模

RE100
加盟企業数

環境分野の
研究開発費
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図 5-4 テーマ 2「地球規模課題の克服に向けた社会変革と非連続的イノベーションの推進」主な指標の分析 
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（3） 総括 

（1）（２）に示したロジックチャート・主な指標による目標達成状況分析に加え、各年度の統合イノベー

ション戦略及び公表情報に基づく施策実施状況に基づく総合分析の結果を以下にまとめた。ロジック

チャートの要素に対応させて整理している。 
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表 5-3 テーマ 2「カーボンニュートラルの実現（カーボンニュートラルの実現）」総括 

総括 

 温室効果ガス排出量は、目標に向けて順調に減少しているほか、ゼロカー
ボンシティの増加が見られる。一方で、日本の年平均気温は上昇傾向にあ
り、極端な大雨の増加等による災害の激甚化の傾向。農林水産業、自然生
態系など様々な分野で影響が深刻化。 

 脱炭素社会・カーボンニュートラル実現のため各種戦略が策定され、排出
量取引制度整備や、革新的な技術開発、国際発信が推進される。国民の理
解醸成に向けた取組(デコ活)や、住宅・建築物のネット・ゼロ・エネルギー
化に向けた支援等を通じて、産業・社会の構造転換を促進。 

対応するロジックチャートの
要素 

目標の達成状況と主な施策の関係の分析 

経済と環境の好循環が生み出される 

脱炭素社会・カーボンニュート
ラルが実現する 

 脱炭素社会・カーボンニュートラル実現に向けては、新たな削減目標
（NDC）を含む地球温暖化対策計画を改定した。また、「脱炭素成長型経済
構造移行推進戦略(GX 推進戦略)」を改訂し、「GX2040 ビジョン」が策
定されたほか、排出量取引制度の整備に向けた「脱炭素成長型経済構造へ
の円滑な移行の推進に関する法律及び資源の有効な利用の促進に関する
法律の一部を改正する法律」が公布された。これらの戦略や制度に基づ
き、グリーンイノベーション基金や革新的 GX 技術創出事業(GteX)、
SIP、ムーンショット型研究開発制度による研究開発が進んでいる。 

 「みどりの食料システム戦略」に基づき、食料・農林水産業の生産力向上と
持続性の両立に向けて、技術開発・普及や投資促進も含めた「みどり GX 
推進プラン(仮称)」の策定に向けた検討、「みどりの食料システム戦略実現
技術開発・社会実装促進事業」等による研究開発が進んでいる。 

 グリーンイノベーション・サミットや RD20、日 EU グリーン・アライアンス
運用作業計画、「日 ASEAN みどり協力プラン」、産総研ゼロエミッション
国際共同開発センターでの国際共同研究等、国際的な共創活動も進展し
ている。気候変動枠組条約 COP での国際発信も実施。 

 次世代半導体や革新的触媒等の省エネ技術の研究開発や、再生可能エネ
ルギー（次世代型太陽電池、洋上風力発電等）や原子力などの脱炭素電源
への転換などによる非化石エネルギー拡大に向けた研究開発を進めてい
る。次世代のクリーンエネルギーとして期待されるフュージョンエネルギー
については、2030 年代の発電実証に向けて、「フュージョンエネルギー・
イノベーション戦略」を 2025 年６月に改定。同戦略に基づき、ITER 計
画、BA(幅広いアプローチ)活動、DONES(核融合中性子源)計画、原型炉
を見据えた基盤整備、ムーンショット型研究開発制度等を活用した独創的
な新興技術の支援を推進。その他、小型モジュール炉(SMR)をはじめと
する次世代革新炉の実現に向けた技術開発を推進。 

 気候予測シミュレーションを通じた高精度な気候予測データ創出、及び地
球観測データ・気候予測データ等の地球環境ビッグデータを蓄積・統合・解
析・提供するデータプラットフォーム「データ統合・解析システム(DIAS)」
の整備・運用を通じ、気候変動対策に資する研究開発を推進。COP29 に
て、各種観測データと科学的知見を発信する情報センター(日本版 GHG 
センター)の立ち上げ構想を紹介。 

 国際標準・ルール形成（TCFD、CEREP、TNFD、ISO/TC323、循環性
指標等）の取組を継続的に推進。 

 ゼロカーボンシティ実現に向けた地域の気候変動対策基盤整備事業等の
支援もあり、既に千を超える自治体がゼロカーボンシティを宣言。脱炭素
先行地域や脱炭素の基盤となる重点対策の全国実施等の脱炭素事業に意
欲的に取り組む地方公共団体等を支援する地域脱炭素推進交付金や、「ス
マートシティリファレンスアーキテクチャ（ホワイトペーパー）」、「スマートシ
ティガイドブック」を通じた都市 OS 実装とスマートシティ化促進等によ
り、ゼロカーボンシティを含む地域脱炭素の加速化・全国展開を図る。 

 

国際共同研究が推進され
る 

サプライチェーン等が構築
される 

国内へのグリーン投資が
呼び込まれる 

企業活動の取組の見える
化が促進される 

 積極的な国際発信が行
われる 

  省エネルギーが徹底
される 

  電化の促進と電力の
脱炭素化が進む 

  革新的イノベーショ
ンが推進される 

  技術導入・社会実装
が進む 

    
国民のライフスタ
イルの脱炭素化
が促進される 

    
ゼロカーボンシ
ティが実現・拡大
する 

    国民の理解が醸
成される 

    制度・基準の検討
が進む 
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 社会インフラ設備の省エネ化・ゼロエミッション化に向けた取組や建設現場
における省エネ化に向けた革新的な技術開発を推進するとともに、「ＧＸ
建設機械認定制度」を通じた GX 建設機械の普及を促進。 

 国民・消費者の行動変容、ライフスタイル転換を強力に後押しのため「デコ
活」（脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動）を推進。住
宅・建築物のネット・ゼロ・エネルギー化等に向けた技術開発・実証や支援
を実施。 

 

表 5-4 テーマ 2「カーボンニュートラルの実現（循環経済への移行を進めることによる環境問題の克服への貢

献）」総括 

総括 

 資源生産性や、循環型社会ビジネスの市場規模は目標に向けて順調に増
加している。 

 循環経済の実現に向けて、プラスチックに関する高度なリサイクル技術等
の研究開発や、環境負荷低減系コンクリートに関する実証事業を推進。 

 ネイチャーポジティブ経済移行戦略に基づき、生物多様性に係る研究や長
期的モニタリング等、自然共生に向けた取り組みが進んでいる。各地域に
おける自立・分散型の社会形成に向けては、脱炭素先行地域の選定や、地
域の生態系保全のための取組等も実施。 

対応するロジックチャートの
要素 

目標の達成状況と主な施策の関係の分析 

経済と環境の好循環が生み出される 

循環経済が実現する  回収されたプラスチックについて高度なリサイクルを促進する基盤技術
や、排出・回収された廃製品に含まれる金属やプラスチック等の各種素材
を最大限利用可能とする技術の開発等を実施している。また、海洋生分解
性プラスチックに関しては、新たな技術開発・素材開発に関しても研究支
援を実施しつつ、日本提案に基づき国際規格が発行された。 

 化石由来資源プラスチックを代替するバイオプラスチック等の再生可能資
源（バイオマス・生分解性プラスチック等）に関する技術開発や、環境負荷
低減系コンクリートに関する社会実装に向けた実証事業を実施している。 

 産官学が連携し、製造業などの動脈産業と廃棄物処理業などの静脈産業
が連携した動静脈一体の資源循環を実現すべく、プラスチックの循環経済
の社会実装へ向けた研究開発をＳＩＰ第３期「サーキュラーエコノミーシステ
ムの構築」により推進。 

 脱炭素先行地域の選定、地域脱炭素の基盤となる重点対策の選定、地域
脱炭素推進交付金による支援、地域脱炭素実現に向けた中核人材の確保・
育成に加え、大学や産業界横断的に「カーボンニュートラル達成に貢献す
る大学等コアリション」等を通じた研究開発・人材育成に関する連携を推
進。 

 地域循環共生圏の創造を強力に推進するため、地域プラットフォームの構
築、ローカル SDGs 事業の創出に取り組む主体（自治体や民間団体）に対
する伴走支援や人材育成のためのセミナー、地域循環共生圏づくりの中間
支援の担い手の育成・支援等が実施されている。 

 「ネイチャーポジティブ経済移行戦略」に基づき、生物多様性に係る研究や
長期的なモニタリングなど、自然共生に向けた取組が推進。「ネイチャーポ
ジティブ経営推進プラットフォーム」の新設や、「ネイチャーポジティブと
カーボンニュートラルの同時実現に向けた再エネ推進技術等の評価・実証
事業」を通じて、脱炭素技術やネイチャーポジティブに寄与する技術の開
発・実証を推進。 

 持続可能な地域づくりや国民のライフスタイル・ワークスタイルの転換に向
けて、自家消費型太陽光発電･蓄電池の導入や、水素の利活用実証、地産
地消型の再生可能エネルギーの導入（変動性再生可能エネルギーを効果
的に活用する需要側での需給調整力の向上に係る取組等）等が支援され
ている。 

 

廃棄物の処理・適正管理 

代替素材の開発等のイノ
ベーションが促進される 

 

製品の長寿命化、資
源の長期保全・維
持、廃棄物発生の最
小化が進む 

分散型社会が実現する 

  
各地域で自立・分散
型の社会が形成され
る 

  地域循環共生圏が創
造される 

  

持続可能な地域づく
りや国民のライフス
タイルの転換が促進
される 
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5.2.3 テーマ 3 「レジリエントで安全・安心な社会の構築」 

（1） ロジックチャート 

本テーマの状況をモニタリングするためのロジックチャートの更新を行った。 

 

図 5-5 テーマ 3「レジリエントで安全・安心な社会の構築」ロジックチャート 
 

（2） 「主な指標の状況」の分析 

テーマの進捗を表す指標の状況について、更新・分析を行った。 

（３）レジリエントで安全・安心な社会の構築

頻発化・激甚化する自然災害、新たな生物学的脅威などの国民生活及び経済社会への様々な脅威に関する社会的な不安を低減・払拭
し、国民の安全・安心を確保する。

中目標

中目標

具体的な取組

①頻発化、激甚化する自然災
害への対応

②デジタル化等による効率的な
インフラマネジメント

④新たな生物学的な脅威への
対応

③攻撃が多様化・高度化する
サイバー空間におけるセキュ
リティの確保

⑤宇宙・海洋分野等の安全・
安心への脅威への対応

⑥安全・安心確保のための「知
る」「育てる」「生かす」「守
る」取組

災害や事故に対する被害最小化
や早期の復旧・復興が図られる

サイバー攻撃の情勢変化に追従・
適応する能力が強化される

新たな生物学的脅威に対し、発
生の早期探知、流行状況の把
握・予防・制御、リスクコミュニケー
ションへの対応が強化される

適切な技術流出対策等が実施さ
れる

自然災害等への対応

総合的な安全保障上の取組

重要技術分野が明確化され、重点
的な資源配分が行われる

レ
ジ
リ
エ
ン
ト
で
安
全
・
安
心
な
社
会
の
構
築

必要なインフラの建設・維
持管理・更新改良等が効
率的に実施される

先端ICTと人文・社会科学の
知見を活用した研究開発や
観測体制の強化等を進め、
総合的な防災力が発揮され
る

基盤的防災情報流通ネット
ワークSIP4D（Shared

Information Platform for
Disaster Management）を
活⽤した災害対応が可能な

都道府県数

大目標

我
が
国
の
社
会
を
再
設
計
し
、
地
球
規

模
課
題
の
解
決
を
世
界
に
先
駆
け
て
達

成
し
、
国
民
の
安
全
・
安
心
を
確
保
す

る
こ
と
で
、
国
民
一
人
ひ
と
り
が
多
様

な
幸
せ
を
得
ら
れ
る
よ
う
に
す
る

防災チャット
ボットの運⽤自

治体数

2025年度目途に
府省庁及び主要な自治
体・民間企業とのイン
フラデータプラット
フォーム間の連携及び
主要他分野とのデータ

連携を完了

2021年度にサイ
バーセキュリティ情
報を国内で収集・⽣
成・提供するための
システム基盤を構築、
産学への開放を実施

新たなシンクタ
ンク機能

建設後50年以上
経過するインフラ

の割合

サイバー攻撃件数

感染症発⽣動向調
査における感染症
患者の報告件数

様々な脅威に対する総合
的な安全保障を実現する

産学官が連携し、分野横断的に先
端技術の研究開発が促進される

自然災害による施
設関係等被害額

短時間強雨の
年間発⽣回数

自然災害による
死者・行⽅不明者数

⽣物学的脅威に対す
る対応⼒強化

数

数

数

数

あるべき姿とその実現に向けた方向性 数

数

数

（３）

SDGs
Report

GDP

より良い暮らし
指標

【参考指標】

健康寿命

国際
競争力

数

数

国際

数
男性 女性

数 割合

国際

所得 資産 所得比率

数 割合数

数

数

数
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図 5-6 テーマ 3「レジリエントで安全・安心な社会の構築」主な指標の分析 
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（3） 総括 

（1）（２）に示したロジックチャート・主な指標による目標達成状況分析に加え、各年度の統合イノベー

ション戦略及び公表情報に基づく施策実施状況に基づく総合分析の結果を以下にまとめた。ロジック

チャートの要素に対応させて整理している。 

 

表 5-5 テーマ 3「レジリエントで安全・安心な社会の構築（自然災害等への対応）」総括 

総括 

 組織を超えた防災情報の相互流通を担う SIP4D を核とした情報
共有システムの都道府県・市町村への展開が進み、防災チャットボッ
トの運⽤地⽅公共団体数は目標（100 以上、2023 年）を達成し
た。 

 データ駆動による気候変動対策に向けた研究開発や、次期静止気
象衛星、センサーやレーダーに関する技術開発が進むほか、衛星
データやドローン撮影により被災状況を早期把握するなど、災害対
応時の体制強化が進んでいる。また災害の早期検知に向けて、観測
体制の強化、高度化が進んでいる。 

 一方で、短時間強雨の年間発生回数が増加するなど、災害の激甚化
の傾向にある。 

対応するロジックチャートの要素 目標の達成状況と主な施策の関係の分析 

あらゆる分野のあらゆる業務でデー
タ活用を前提とした業務変革・デジ
タル化の徹底が進む 

 デジタル社会の形成に関する司令塔として、2021 年 9 月にデジ
タル庁が設置された。2021 年６月に策定された「包括的データ戦
略」の下、「デジタル社会の実現に向けた重点計画」に基づき、デー
タ利活用環境の構築や、アナログ規制の見直しを着実に推進してい
る。 

 「デジタル田園都市国家インフラ整備計画」に基づき、データ流通や
高度なＡＩの利用を支えるため、５G・光ファイバ等の整備、データセ
ンターの分散立地、地域デジタル基盤の整備等を推進している。 

 「デジタルライフライン全国総合整備計画」及び「デジタルインフラ整
備計画 2030」が決定し、ハード・ソフト・ルールのデジタルライフラ
インや、AI 時代の新たなデジタルインフラ（高度通信インフラ等）の
整備を推進している。 

 「AI に関する暫定的な論点整理」及び「AI 戦略 2022」に基づい
た研究開発のほか、非地上系ネットワーク、地球観測衛星、ポスト
5G/Beyond5G、次世代半導体等に関する研究開発を実施して
いる。 

 数理・データサイエンス・AI 教育プログラム認定制度により、大学等
における優れた教育プログラムの認定を実施するほか、意欲ある大
学・高等専門学校を支援し、デジタル等の成長分野をけん引する高
度専門人材の育成を推進するなどしている。 

 主要指標である、スタートアップや研究者を含めた誰もが分野間で
データを連携・接続できる環境の整備については、防災分野及びス
マートシティ分野において、進展が見られる。 

 「ウラノス・エコシステム」等の、企業や業界、国境をまたいだデータ
連携に関する取組を推進している。 

 「プラットフォームにおけるデータ取扱いルールの実装ガイダンス
ver1.0」の策定・公表や、「情報信託機能の認定に係る指針
Ver3.0」の策定等により、データ連携基盤やパーソナルデータ流通
等のルール実装を推進している。 

 

司令塔と国家戦略の下でデジ
タル社会の実現に取り組む 

全国津々浦々に次世代インフラ
とデータ・AI 活用技術が実装
される 

数理・データサイエンス・AI の
素養を備えた人材が育成され
ている 

官民でデータプラットフォーム
が活用される 

信頼性のあるデータ流通環境
の整備、セキュリティやプライバ
シーの確保、公正なルール等の
整備が図られる 
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 G7 広島サミットにおいて承認された国際的な枠組み（IAP）の下で
のプロジェクト推進、日 EU デジタルパートナーシップや日 ASEAN
デジタルワークプラン 2025 などの国際連携を進め、DFFT を推
進している。 

 

表 5-6 テーマ 3「レジリエントで安全・安心な社会の構築（総合的な安全保障上の取組）」総括 

総括 

 サイバーセキュリティ情報を国内で収集・⽣成・提供するためのシス
テム基盤、感染症に係る情報集約・分析・提供のためのシステムの
強化が図られ、目標を達成。一方で、企業・団体等におけるランサム
ウェア被害の報告件数や世界のサイバーセキュリティ市場規模は引
き続き増加。 

 経済安全保障上重要な先端技術について研究開発が進展される
とともに、新たなシンクタンクの設立に向けた準備が進んでいる。 

対応するロジックチャートの要素 目標の達成状況と主な施策の関係の分析 

様々な脅威に対する総合的な安全保障を実現する 

 

サイバー攻撃の情勢変化に 
追従・適応する能力が強化され
る 

 サイバー攻撃の情勢変化に対応するため、国家安全保障戦略（令
和４年 12 月 16 日閣議決定）において内閣サイバーセキュリティ
センター（ＮＩＳＣ）の発展的改組が求められ、令和 7 年 7 月、国家
サイバー統括室（NCO）が設置された。 

 サイバー分野での先端技術開発（経済安全保障重要技術育成プロ
グラム（K プログラム）等）や、2021 年度に新設された CYNEX
（サイバーセキュリティネクサス）を拠点とした産学官連携が進めら
れている。令和 6 年度においては CYNEX には新たに 26 組織
が参画し、計 92 組織でサイバー攻撃情報の分析、セキュリティ製
品検証、人材育成を実施。 

 2021 年度より感染症に係る情報集約・分析・提供のためのシス
テムを強化し、随時情報集約を実施している。2022 年度より、研
究者の分析に基づくリスクコミュニケーションのための情報提供に
ついては、国立感染症研究所への EOC（緊急時対応センター）設
置や国立健康危機管理研究機構の創設（2025 年 4 月）等、平時
からパンデミックに備えた体制づくりが進められている。厚生労働
省を中心に、感染症危機管理の専門人材の育成、感染症臨床研究
ネットワークの構築、感染症に関するインテリジェンス機能の強化
等を実施。 

 産官学の広範な協力を通じて、航空宇宙、量子技術、サイバーセ
キュリティ等の多様な分野における研究開発が積極的に推進され
ている。例えば、「経済安全保障推進法」に基づき、経済安全保障
重要技術育成プログラム（K プログラム）では、経済安全保障推進
会議及び統合イノベーション戦略推進会議により決定した研究開
発ビジョン第１次（2022 年９月）、同第２次（2023 年８月、一部
改定:2025 年 3 月）における支援対象技術について、研究開発
を推進している。 

 重要技術分野の明確化等を行うことが期待される新たなシンクタ
ンク機能については、2021 年度からシンクタンク試行事業によ
り新たなシンクタンク機能を立ち上げ、2023 年度には新たなシ
ンクタンク機能に関する事務を行う担当室を内閣府に設置。
2023 年 4 月の「安全・安心に関するシンクタンク設立準備検討
会」による基本設計取りまとめ、同年 12 月からの運営ボード開

新たな生物学的脅威に対し、 
発生の早期探知、流行状況の 
把握・予防・制御、リスクコミュニ
ケーションへの対応が強化され
る 

産学官が連携し、分野横断的に
先端技術の研究開発が促進さ
れる 

重要技術分野が明確化され、 
重点的な資源配分が行われる 

適切な技術流出対策等が 
実施される 
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催、2024 年度からのシンクタンク機能育成事業などを通じてシ
ンクタンク機能を強化した上で、2026 年度中のシンクタンクの設
立を目指して、2025 年度６月に公募を開始し、採択機関の決定
に向けた手続きを実施。 

 日本政府は、技術流出防止のため、企業等の参考となる技術流出
防止ガイダンスを策定し、普及活動を行っている。また、関連法制
度を整備するとともに、大学、研究機関、企業等における管理体制
の強化や意識啓発を進めている。さらに、研究セキュリティ確保に
向けたガイドライン策定や相談窓口の設置など、具体的な支援策
を多方面で実施している。加えて、国際連携や制度の見直しを通じ
て、経済安全保障上の重要技術の保護体制を強化している。 
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5.2.4 テーマ 4 「価値共創型の新たな産業を創出する基盤となるイノベーション・エコシス

テムの形成」 

（1） ロジックチャート 

本テーマの状況をモニタリングするためのロジックチャートの更新を行った。 

 
図 5-7 テーマ 4「価値共創型の新たな産業を創出する基盤となるイノベーション・エコシステムの形成」ロジック

チャート 

（2） 「主な指標の状況」の分析 

テーマの進捗を表す指標の状況について、更新・分析を行った。 

（４）価値共創型の新たな産業を創出する基盤となるイノベーション・エコシステムの形成

大学や研究開発法人、事業会社、地方公共団体等が密接につながり、社会課題の解決や社会変革へ挑戦するスタートアップが次々と生
まれるエコシステムが形成され、新たな価値が連続的に創出される。

中目標
具体的な取組

①社会ニーズに基づくスタート
アップ創出・成長の支援

②企業のイノベーション活動の
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⑤挑戦する人材の輩出

⑥国内において保持する必要
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継
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図 5-8 テーマ 4「価値共創型の新たな産業を創出する基盤となるイノベーション・エコシステムの形成」主な指標の分析（主要指標等） 
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図 5-9 テーマ 4「価値共創型の新たな産業を創出する基盤となるイノベーション・エコシステムの形成」主な指標の分析（参考指標） 
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（3） 総括 

（1）（２）に示したロジックチャート・主な指標による目標達成状況分析に加え、各年度の統合イノベー

ション戦略及び公表情報に基づく施策実施状況に基づく総合分析の結果を以下にまとめた。ロジック

チャートの要素に対応させて整理している。 

 

表 5-7 テーマ 4「価値共創型の新たな産業を創出する基盤となるイノベーション・エコシステムの形成」総括 

総括 

 スタートアップ・エコシステム形成に向けた取組を通じて、スタートアッ
プ等への支出、ユニコーン数、大学発スタートアップ、VC 等による投
資額・件数は増加傾向にあり、スタートアップを創出する環境整備は
進展が見られる。 

 スタートアップ創出等の裾野拡大には成果が見られ、次のエコシステ
ム形成の展開として、グローバル・スタートアップ・キャンパス構想の
推進やスタートアップ・エコシステム拠点都市の第２期開始等による、
グローバルなスタートアップ・・エコシステム形成に向けた取組が加速
している。 

対応するロジックチャートの要素 目標の達成状況と主な施策の関係の分析 

スタートアップが次々と生まれるエコシステムが形成される、 

スタートアップの世界展開が進み、海外からの投資が拡大する 

 オープンイノベーションにより大学等の研究開発成果が事業化される 

 ⼈材育成や産学での共同研究を加速させる 

  

イノベーション促進のための制
度面、政策面での環境整備が行
われる 

 スタートアップ支援の全体像をまとめた「スタートアップ育成５か年計
画」（2022 年 11 月）の取りまとめ、2024 年 8 月に策定した基本
方針の下でグローバル・スタートアップ・キャンパス（ＧＳＣ）構想が推
進されるなど、スタートアップが次々と生まれるエコシステム形成の
ための環境整備が進んでいる。 

 2021 年度に SBIR 制度が抜本拡充され、スタートアップへの支出
が拡充された。ストックオプション税制等の税制改正も措置されてお
り、イノベーション促進のための制度面の環境整備が進んでいる。 

 JST に創設した大学発新産業創出基金をはじめ、ディープテック・ス
タートアップを中心とした大規模な資金支援や経営人材確保の支援
等が推進され、イノベーション創出を促進する環境整備が進んでい
る。 

 クロスアポイントメント制度や兼業等の活用促進、知財の活用・ガバナ
ンス・資金支援等に係る取り組みが推進されている。 

 スタートアップ育成に向けた公共調達の促進に向け、入札への参加要
件の拡大や、スタートアップと行政とマッチングピッチの取組等が実
施。 

ニーズプル型のイノベーション
を創出される 

産学官連携による新たな価値共
創が進む 

 産学官連携に向けたガイドライン整備やマッチングの推進等により、
産学官連携による研究開発成果が新たな付加価値を継続的に創出す
る好循環の形成が進められている。 

スタートアップ・エコシステム拠
点都市の形成が進む 

 スタートアップ・エコシステム拠点都市の形成が進められ、各拠点では
産学官のリソースを活用した起業支援や大学におけるアントレプレ
ナーシップ教育等が実施された。2025 年 6 月には第２期スタート
アップ・エコシステム拠点都市として、13 の拠点都市（グローバル拠
点都市:８都市、NEXT グローバル拠点都市:５都市）が選定され、グ
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ローバルに成長する稼げるスタートアップの創出及び海外エコシステ
ムとのネットワーク構築にむけた取り組みが開始されている。 

エコシステムを支える人材育成
が進む 

 高校や高専、大学におけるアントレプレナーシップ教育の環境整備が
拡充しており、また、博士人材の民間企業での活躍促進に向けた施策
も推進されており、エコシステムを支える人材育成に向けた施策が推
進されている。 
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5.2.5 テーマ 5 「次世代に引き継ぐ基盤となる都市と地域づくり（スマートシティの展開）」 

（1） ロジックチャート 

本テーマの状況をモニタリングするためのロジックチャートの更新を行った。 

 

図 5-10 テーマ 5 「次世代に引き継ぐ基盤となる都市と地域づくり（スマートシティの展開）」ロジックチャート 

（2） 「主な指標の状況」の分析 

テーマの進捗を表す指標の状況について、更新・分析を行った。 

（５）次世代に引き継ぐ基盤となる都市と地域づくり（スマートシティの展開）

具体的な取組大目標

①データ利活用を円滑にす
る基盤整備・データ連携
可能な都市OSの展開

②スーパーシティを連携の核
とした全国へのスマートシ
ティ創出事例の展開

③国際展開

④持続的活動を担う次世代
人材の育成
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全国で展開されるSociety 5.0を具現化したスマートシティで、市民をはじめとする多様なステークホルダーが参加して地域の課題が解決され、
社会的価値、経済的価値、環境的価値等を高める多様で持続可能な都市や地域が各地に形成されるとともに、日本のコンセプトが世界
へ発信される。

様々な分野のオープン
データを活用した都市
活動の全体最適化が
実現する
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図 5-11 テーマ 5 「次世代に引き継ぐ基盤となる都市と地域づくり（スマートシティの展開）」主な指標の分析 
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（3） 総括 

（1）（２）に示したロジックチャート・主な指標による目標達成状況分析に加え、各年度の統合イノベー

ション戦略及び公表情報に基づく施策実施状況に基づく総合分析の結果を以下にまとめた。ロジック

チャートの要素に対応させて整理している。 

 

表 5-8 テーマ 5 「次世代に引き継ぐ基盤となる都市と地域づくり（スマートシティの展開）」総括 

総括 

 スタートアップ・エコシステム形成に向けた取組を通じて、ス
タートアップ等への支出、ユニコーン数、大学発スタートアッ
プ、VC 等による投資額・件数は増加傾向にあり、スタートアッ
プを創出する環境整備は進展が見られる。 

 スタートアップ創出等の裾野拡大には成果が見られ、次のエコ
システム形成の展開として、グローバル・スタートアップ・キャン
パス構想の推進やスタートアップ・エコシステム拠点都市の第２
期開始等による、グローバルなスタートアップエコシステム形
成に向けた取組が加速している。 

対応するロジックチャートの要素 目標の達成状況と主な施策の関係の分析 

スマートシティが、相互に連携し、支え合う
ネットワークを形成するとともに、相互に
好循環を生む 

 主要指標である政府スマートシティ関連技術実装地域数（技術
の実装や分野間でデータを連携・接続する自治体・地域団体
数）については、2023 年度末に 141 地域に到達し、前倒し
で目標値（2025 年に 100 程度）を達成した。 

 スマートシティリファレンスアーキテクチャの作成による標準仕
様の策定や、3D 都市モデルの整備・活用・オープンデータ化プ
ロジェクト「PLATEAU」による建築ＢＩＭ等の多様なデータと
の連携などデータ整備が継続して行われている。 

 スマートシティ構築におけるセキュリティを担保するため、「ス
マートシティセキュリティガイドライン第 3.0 版」及び「スマー
トシティセキュリティガイドブック」を改定・公表されている。 

 スマートシティの全国での計画的な実装に向けて、関係府省合
同でスマートシティ関連事業・地域を選定している。 

 なお、参考指標の実態把握は進められており、スマートシティ
連携事例数（都市 OS※を介したデータ連携地域数）について
は近年増加している。 

 ※都市 OS：スマートシティの構築のために、スマートシティを
実現しようとする地域が共通的に活用する機能が集約され、ス
マートシティで導入する様々な分野のサービスの導入を容易に
させることを実現する IT システムの総称 

 持続的なスマートシティの実現に向けて、スマートシティ構築を
先導する人材像が明確化されるとともに、人材育成プログラム
が構築され始めており、こうしたプログラムの情報提供を実施
中。また、人材確保・育成に関する先行事例の横展開につなげ
るため、スマートシティガイドブックに事例を掲載した。 

 

社会的価値、経済的価値、環境的価値等
を高める多様で持続可能な都市や地域
が各地に形成される 

 

様々な分野のオープンデータを活用
した都市活動の全体最適化が実現
する 

 

分野・企業横断のデータ連携、他
都市・地域への展開・連携を可能
とする共通的なシステムの導入、
セキュリティ確保がなされ、創業
しやすい環境が創出される 

リファレンスアーキテクチャの活
用や知見の利活用が行われ、新
技術を活用したインフラ管理手法
や次世代のモビリティサービスの
導入が進む 

市民が参画し、取組を先導する人材
との協働により地域に根差した活動
が活性化するまちづくりが進む 
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対応するロジックチャートの要素 目標の達成状況と主な施策の関係の分析 

日本のコンセプトが世界へ発信される  「自由で開かれたスマートシティ」のコンセプトについて、
G20 グローバル・スマートシティ・アライアンス等の国際的な
活動を通じて発信している。また、我が国が提案し発行され
た ISO 規格「スマートコミュニティインフラの統合と運用の
ためのフレームワーク」の策定に続いて、「スマートシティリ
ファレンスアーキテクチャ（ホワイトペーパー）」を基にした国
際標準提案に係る取組を実施中である。 

 ASEAN10 カ国 31 都市を対象として、案件形成調査を実
施した都市・中央政府数は 26 の目標値に対して累積 33 件
まで進捗している。ASEAN スマートシティ・ネットワーク・ハ
イレベル会合において情報発信を継続している他、 
海外展開に資する案件形成に向けた対応策の検討が引き続
き行われている。 

 2025 年大阪・関西万博での Society 
5.0 の姿を世界に発信 
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5.2.6 テーマ 6 「様々な社会問題を解決するための研究開発・社会実装の推進と総合知の

活用」 

（1） ロジックチャート 

本テーマの状況をモニタリングするためのロジックチャートの更新を行った。 

 
図 5-12 テーマ 6「様々な社会問題を解決するための研究開発・社会実装の推進と総合知の活用」ロジック

チャート 

（2） 「主な指標の状況」の分析 

テーマの進捗を表す指標の状況について、更新・分析を行った。 

（６）様々な社会問題を解決するための研究開発・社会実装の推進と総合知の活用

具体的な取組大目標
①総合知を活用した未来社
会像とエビデンスに基づく国
家戦略の策定・推進

③社会課題解決のための先
進的な科学技術の社会
実装

④知的財産・標準の国際
的・戦略的な活用による
社会課題の解決・国際市
場の獲得等の推進

⑤科学技術外交の戦略的
な推進

我
が
国
の
社
会
を
再
設
計
し
︑
地
球
規
模

課
題
の
解
決
を
世
界
に
先
駆
け
て
達
成
し
︑

国
民
の
安
全
・
安
心
を
確
保
す
る
こ
と
で
︑

国
民
一
人
ひ
と
り
が
多
様
な
幸
せ
を
得
ら

れ
る
よ
う
に
す
る

中目標
(6)

様
々
な
社
会
問
題
を
解
決
す
る
た
め
の

研
究
開
発
・
社
会
実
装
の
推
進
と
総
合
知
の
活
用

少子高齢化問題、都市と地方問題、食料などの資源問題などに関する我が国の社会課題の解決に向けた研究開発を推進するとともに、
課題解決先進国として世界へ貢献し、一人ひとりの多様な幸せ（well-being）が向上する。 

標準の戦略的・国際的な活用

外交を通じたSTIにおける
国際協力が促進される

科学技術外交の戦略的な推進

社会課題解決に向けたミッション
オリエンテッド型研究開発とその
成果の社会実装が進む

国際的合意形成・
ルール形成等

先進的な技術の社会実装が
加速する

日本企業が海外展開促進
及び国際市場を獲得する

政府や企業において標準を
戦略的・国際的に活用する

科学技術外交を通じた
経済安全保障の強化、
経済成長が促進される

STIを活用した国家間関係
が向上する

総合知を活用した未来
社会像が作成される

世界企業時価
総額ランキング

IMD世界競争力
ランキング

総合知を活用した
研究課題割合

国・府省・実施機関等の戦
略をエビデンスに基づき体系
的・整合的に立案する

課題・分野別論文・
知財・標準化

科学技術に関する
国民意識調査

政府事業イノ
ベーション化

戦略分野の
研究開発費

次期SIPでの社会
課題解決推進

Society 5.0の共通理解が
促進される

研究インテグリティの自律的
確保が促進される

価値観を共有する
国とのネットワーク
が強化される

トップ研究者が輩出され、優
秀な人材が引き付けられる

我が国の国際競争力が維
持・強化される

課題・分野別論文・
知財・標準化

未来社会像とエビデンスに基づく戦略策定

研究データの
公開メタデータ

国際

数

社会課題
関連指標

割合

数

自動運転システムの
世界市場規模予測、
水産物・林産物・
農産物の輸出額

食料自給率
（生産額ベース）

交通事故死者数
食料自給率
（カロリーベース）

数 ②社会課題解決のための
ミッションオリエンテッド型の
研究開発の推進次期SIPでの社会

課題解決推進 数

数

割合

数

被引用数 Top
１％論文中の
国際共著論文数

数
SDGs
Report

GDP

より良い暮らし
指標

【参考指標】

健康寿命

国際
競争力

数

数

国際

数
男性 女性

数 割合

国際

所得 資産 所得比率

数 割合数
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図 5-13 テーマ 6「様々な社会問題を解決するための研究開発・社会実装の推進と総合知の活用」主な指標の分析 
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（3） 総括 

（1）（２）に示したロジックチャート・主な指標による目標達成状況分析に加え、各年度の統合イノベー

ション戦略及び公表情報に基づく施策実施状況に基づく総合分析の結果を以下にまとめた。ロジック

チャートの要素に対応させて整理している。 

 

表 5-9 テーマ 6「様々な社会問題を解決するための研究開発・社会実装の推進と総合知の活用（未来社会像とエ

ビデンスに基づく戦略策定）」総括 

総括 

 戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）第 3 期やムーンショット型
研究開発制度など、社会課題解決に向けたミッションオリエンテッド
型の研究や、その成果の社会実装を加速させる各種施策が推進され
ている。 

 総合知については周知啓発活動に取り組んでおり、昨今では、大学や
企業による総合知に関する取組も見え始めている。 

対応するロジックチャートの要素 目標の達成状況と主な施策の関係の分析 

社会課題解決に向けたミッションオ
リエンテッド型研究開発とその成果
の社会実装が進む 

 総合知に関するワークショップやシンポジウムの開催や、ポータルサ
イト、SNS 等で基本的な考え方や活用事例を社会に発信する等、広く
周知活動に努めている。なお、2023 年から研究者対象の総合知に
関する調査を実施しており、2024 年の理解度は 58%であった。 

 SIP 第 3 期 14 課題にて、技術開発、事業、制度、社会的受容性及
び人材の視点から、社会実装に向けてプログラムを推進している。ま
た、SIP 第 3 期の成果の社会実装に向けて、ワーキンググループに
おいて総合知の活用について、点検・整理を継続している。 

 「BRIDGE」にて、SIP の研究開発成果の社会実装を加速させる取
組の推進、CSTI が設定した課題について各省庁施策によりイノベー
ション化を推進している。 

 優れた基礎研究の成果から POC に至るまでの研究開発の推進（未
来社会創造事業）や、企業や地方自治体・市民等の多様なステークホ
ルダーを巻き込んだ産学官共創を促進する公募型研究事業（共創の
場形成支援プログラム）等を実施等、未来の在りたい社会像からの
バックキャスト型の研究開発等を推進する産学官連携拠点形成の支
援を通じた連携強化により総合知の積極的な活用を推進している。 

 「世界企業時価総額ランキング」トップ 100 社に含まれる日本の企業
数、及び「IMD 世界競争力ランキング」にみる日本の順位はいずれも
低下している。 

 

総合知を活用した未来社会像
が作成される 

国・府省・実施機関等の戦略を
エビデンスに基づき体系的・整
合的に立案する 

 内閣府において研究開発動向の分析ツールを開発し、エビデンスシス
テム（e-CSTI）等を活用し、論文、研究資金等の定量分析や専門家の
知見を踏まえた重要科学技術の俯瞰分析を実施。俯瞰分析結果の時
期については、次期基本計画の策定に向けた検討にも活用。 
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表 5-10 テーマ 6「様々な社会問題を解決するための研究開発・社会実装の推進と総合知の活用（標準の戦略的・

国際的な活用）」総括 

総括 

 研究開発と Society5.0 との橋渡しプログラム（BRIDGE）におい
て、国際市場獲得等を促進する標準活用施策の加速化の支援が、着
実に実施されている。（支援件数：R5 年度 13 件、R6 年度 24 件、
R7 年度 32 件） 

 政府の研究開発プロジェクトにおいて民間企業による国際標準の戦
略的活用を担保する仕組みが導入されつつあるほか、官民による戦
略的な国際標準活動を行うため、「新たな国際標準戦略」が策定され
ている。 

対応するロジックチャートの要素 目標の達成状況と主な施策の関係の分析 

先進的な技術の社会実装が加速す
る 

 SIP 第 3 期においては、技術開発、事業、制度、社会的受容性及び人
材の５つの視点から必要な取組を抽出するとともに、各視点の成熟
度レベルを用いてロードマップを作成し、府省連携、産学官連携によ
り、課題を推進している。 

 「新たな国際標準戦略（令和７年６月３日知的財産戦略本部決定）」で
策定した 17 の重要領域のうち、デジタル・AI や量子等の先進的な
技術を含む８つの戦略領域に優先的に予算配分し、各省庁や民間の
取組を支援している。 

日本企業が海外展開促進及び国際
市場を獲得する 

 国際標準を通じた国際社会や我が国の課題解決、経済安全保障への
貢献、市場創出を実現すべく、「新たな国際標準戦略」を策定。その中
で、国際社会及び我が国にとって重要であり、かつ、国際標準が重要
成功要因となり得る 17 の重要領域を選定。対応の緊要性を踏まえ、
重要領域の中から、更に８つの戦略領域を選定。 

 BRIDGE の標準活用加速化支援事業（システム改革型）では、「新た
な国際標準戦略」で定めた戦略領域を中心に、32 件の支援が着実に
実施されている。 

 「新たな国際標準戦略」に基づき、国内外の政策や国際標準化動向に
ついてのモニタリングを開始。また、司令塔機能を果たす官民連携の
場を新たに設け、戦略のモニタリング・フォローアップ等を通じて、我
が国全体の国際標準活動の在り方について方向性を示す。 

 政府の研究開発プロジェクトにおいて民間企業による国際標準の戦
略的活用を担保する仕組み（社会実装、国際競争力を確保するため、
社会実装戦略、国際競争戦略、国際標準戦略の明確な提示と達成に
向けた企業経営層のコミットメントを求める事業運営、フォローアップ
を行う等）を、グリーンイノベーション基金事業、革新的情報通信技術
（Beyond 5G（６Ｇ））基金事業等で先行的に導入されている。 

 政府や企業において標準を戦略
的・国際的に活用する 
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表 5-11 テーマ 6「様々な社会問題を解決するための研究開発・社会実装の推進と総合知の活用（科学技術外交

の戦略的な推進）」総括 

総括 

 主要指標「科学技術国際協力ネットワークの戦略的構築」について、被
引用数 Top１％補正論文数中の国際共著論文数の割合は増加傾向に
ある。研究セキュリティ・インテグリティの原則の作成等の我が国の貢
献を始めとして、国際協力に向けた各種の施策は実施されている。 

対応するロジックチャートの要素 目標の達成状況と主な施策の関係の分析 

外交を通じた STI における国際協
力が促進される 

 被引用数 Top１％補正論文数中の国際共著論文数の割合は増加傾
向にある。 

 

 科学技術外交を戦略的に推進するために担い手となる人材に主眼を
おいた取組が各種実施されている。 
例えば、先端科学技術分野における欧米等先進国との国際共同研究
の戦略的な支援（先端国際共同研究推進事業／プログラム）が実施さ
れている。ASEAN 諸国との間では、「日 ASEAN 科学技術・イノベー
ション協働連携事業」により、国際共同研究、研究人材交流・育成等
や、「世界トップレベル研究拠点プログラム（ＷＰＩ）」等による海外から
研究者を呼び込む国際頭脳循環の拠点形成が実施されている。さら
に、我が国の学生の海外派遣の拡大、優秀な外国人留学生の戦略的
な受入れ及び留学生交流の基盤となる大学の国際化等も実施されて
いる。 

 研究インテグリティ・研究セキュリティに関しては、G7 の情報共有プ
ラットフォームの運用（バーチャルアカデミー）の運用、国内ユーザ登
録の推進やプラットフォームを通じた情報共有等に貢献した。大学、
研究機関等において、研究インテグリティに係る適切な理解を促す取
組、利益相反・責務相反に関する規程の整備、組織体制の整備につい
て取組が進んでいる。引き続き、研究インテグリティの確保に向け、リ
スクマネジメントの規程等の整備、報告された情報の事実関係を客観
的に確認する仕組みの整備、リスクが顕在化する前に対処する仕組
みの整備も促進している。 

 
 
 
 

 国際機関の幹部ポスト獲得に戦略的に取り組むため、関係省庁連絡
会議を通じて関係省庁の連携が強化されている。 

 

 

 外務大臣科技顧問ネットワーク（FMSTAN）会合、政府科学助言のた
めの国際ネットワーク（INGSA）国際会議、STS フォーラム年次総会
に参加し、各国科学技術顧問等と議論を実施している。また、積極的
な科学技術外交推進のための在外公館の体制・機能を強化している。 

 G7 科学技術大臣会合、Ｇ20 研究・イノベーション大臣会合、
OECDCSTP 閣僚級会合等に出席し、多国間枠組みを活用した科学
技術外交を推進。G7 各 WG においてオープンサイエンス等の取組
を推進するとともに、科学コミュニケーションＷＧの付託事項書に合
意し、活動を開始している。 

 

トップ研究者が輩出され、優秀な
人材が引き付けられる 

研究インテグリティの自律的確保
が促進される 

科学技術外交を通じた経済安全保
障の強化、経済成長が促進される 

 我が国の国際競争⼒が維持・強
化される 

STI を活用した国家間関係が向上
する 

 Society 5.0 の共通理解が促
進される 

  価値観を共有する国とのネッ
トワークが強化される 
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